
　はじめに

　人口減少・超高齢化や地球環境問題等に対応し、
コンパクトで緑とオープンスペースが豊かな持続可
能な都市構造の構築が必要であり、LRTはその都
市構造を支える基幹的な交通機関としての役割が期
待される。そこでLRTの整備推進方策を検討する
ため、海外主要国の都市内公共交通の制度、運営状

況について比較し、わが国の条件について考察する
とともに、海外主要国においてLRT等の整備に成
果を上げている関連施策について、導入の条件や効
果を分析することにより、わが国への適用性につい
て考察した。
　欧米の主要国は、日本よりもモータリゼーション
の進展が早く、すでに成熟した都市構造が形成され
ていること、深刻化する道路交通渋滞の対策として、
LRT等の都市内公共交通機関に積極的な投資を行
い、自動車利用の拡大抑制や地域活性化の成果を上
げていることを踏まえ、フランス、アメリカ合衆国、
ドイツ、イギリスの４か国を対象とし、中央政府、
地方自治体、交通事業者などへのヒアリング、法制
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度、助成制度や運行に関する統計資料、LRT関連
施策や整備効果に関する各種文献の収集により横断
的な比較分析および考察を行った。
　なお、本稿においては従来の路面電車を含めてLR 
Tを取り扱うこととする。

　１．都市内公共交通に関する制度・事業・運営に
関する横断的比較

　日本を含む５か国の都市内公共交通の制度および
助成制度に関する法律・規則・ガイドライン１）や運
営に関する統計資料２）をもとに、制度、事業、国・
地方自治体・交通事業者などの役割分担および運営
の仕組みを比較し、各国の特徴について分析した。
なお、ドイツは連邦制をとり、都市内公共交通制度
は州毎に異なっているため、最大人口を有するノル
トライン・ヴェストファーレン州を対象とした。
　Table 1は都市内公共交通に関する制度・事業・運
営等について５か国の概要を比較したものである。
以下に比較考察した結果を示す。
　１−１　理念・制度
　フランス、ドイツでは、行政が責任を持って都市
内交通サービスを供給することが法令に明記されて
いる。アメリカでは、過去、民間事業者が都市内交
通サービスを供給していたが、石油ショックを契機
として採算性が悪化して市場から退出し、代わって、
公営企業が交通サービスを供給するようになり現在
に至っている。イギリスおよび日本では、民間事業
者が独立採算性のもとで交通サービスを提供し（公
営事業者も一部には存在）、行政はそれを支援する
というのが基本的な考え方となっており、市場も自
由化されている。
　イギリスにおいてはサッチャー政権下の1985年に
バス交通が自由化された後、非採算路線からの撤退
や料金引き上げなどにより、バス会社の経営効率は
高まったが、利用者数は減り続けており、自動車利
用の増加に危機感を持ったブレア政権下において、
公的支援や公民連携の仕組みの導入など大幅な政策
の見直しがなされた。このような自由化された市場
における都市内公共交通に対する行政支援の仕組み
は、同様の環境にある日本にとっても参考となる。
　１−２　資本投資・運営
　都市内公共交通の資本投資・運営の財源に関して
は、フランスでは、約２割を占める運賃収入を除く
と、交通税や地方自治体の一般財源も含めた地方の
財源が大半を占める。ドイツ、アメリカにおいては、

運賃収入が２〜４割、連邦および州政府助成が４割
弱で、残りは地方財源である。
　イギリスおよび日本では、基本的には民間企業が
独立採算性で交通事業を運営しており、国および地
方自治体からの公的資金はごくわずかである。これ
らは都市内公共交通に対する公的関与や国・地方の
役割の考え方を反映しているものと推測される。
　１−３　運営費の料金カバー率、料金以外の資金源
　都市内公共交通機関の運営費に占める料金収入の
割合（収支率）は、アメリカとフランスが約３割、ド
イツが約７割、イギリス（バス）と日本（鉄道）につい
ては業界全体としては税引き前で黒字となっている。
料金収入以外の運営費の資金源としては、フランス
では都市圏交通局（AOTU）が直接企業等の法人に
課税する交通税や管内地方自治体の一般財源、アメ
リカでは公営交通事業者が直接住民に課税する売上
税（目的税化）や管内地方自治体の一般財源がある。
ドイツでは公営交通事業者またはその親会社（公営
企業）が税制特例により内部補助が非課税とされて
おり、その措置を利用して電気・ガス・熱供給など
のエネルギー供給部門の黒字によって、交通事業の
赤字分を補填しているのが一般的である。
　なお、フランスにおいては、料金は国家統制され
ており、政策的に低廉な料金が設定されているため、
城郭都市を由来とする都市部は高い夜間人口密度を
有するにもかかわらず、アメリカ並みの低い収支率
であり、同様の都市構造を有するドイツに大きく水
を空けられている。
　イギリスと日本では行政支援はわずかであり、市
場における需給バランスの下で、採算性を重視した
サービス供給が行われていると判断される。
　１−４　体制
　都市内公共交通に関係する組織の役割分担につい
て５か国を比較すると、最も大きな相違点としては、
フランス、アメリカ、ドイツにおいては、運行頻度
などのサービス水準や運賃など事業経営の根幹につ
いて行政または公営企業に決定権があるのに対し、
日本、イギリスにおいては、決定権は民間事業者に
あって、商業採算性をベースとして大多数の路線の
経営が行われていることにある。
　フランスにおいては、計画・整備から運営に至る
一連の業務を都市圏交通局という組織が担っている
こと、交通税という潤沢な地方自主財源を有してい
ることから、LRTの新規導入など思い切った都市
交通施策を迅速に実行できる仕組みを有していると
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Table 1　５か国の都市内公共交通制度の比較

日本イギリスドイツアメリカフランス

公共交通は、いわば地域の経
済社会活動の基盤であり、その
活性化・再生により人々の円
滑な移動を確保することは、地
域の活力を向上させるための
重要課題となっている

渋滞や環境汚染の問題に取り
組むため、公共交通の改善に
より持続可能な交通を実現

都市内公共交通サービスを提
供することは生存配慮（行政サ
ービス）の一環

交通システムの整備を奨励・
促進し、人や物のモビリティーを
効率的に最大化するとともに、
交通分野の燃料消費量と大
気汚染を最小化することは国
の利益

基本的人権として交通権を規
定し、公共交通によって漸進的
に実現する

都市内公共交
通に関する理
念・考え方

平成１８年度版国土交通白書１９９８年交通白書前書き（プレ
スコット副首相兼環境・地域・
交通担当大臣）

例えば連邦地域化法第１条連邦法典第４９編「交通」第５３
章「大量輸送交通機関」第
５３０１条

国内交通基本法第２条根拠法令
等

都市圏交通計画の策定、トラ
ムなどのインフラ整備やバス運
行への公的支援、上下分離方
式の場合の施設所有者などの
役割を果たすが、法律による義
務規定はない
近年制定・改正された「バリア
フリー法」、「都市鉄道等利便
増進法」、「道路運送法」では
自治体の参画規定が設けられ
てきている

地方自治体または旅客交通局
（交通に関する自治体の連合）
が安全で統合化された効率的
で経済的な交通施設・サービ
ス提供の促進に関する政策の
策定と実施を行う
［バスに関して１９８５年交通法
第８８条に基づく自治体運行委
託は全運行キロの約２割で、
８割は商業ベースで運行］※２

地方自治体（郡、郡独立市）が
管内の地下鉄、LRT、バスにつ
いて、運輸連合（地方自治体
の組合）が近距離旅客鉄道に
ついて、計画策定、組織編成、
資金調達を行う

①連邦政府は財政援助により、
効率的かつ連携が図れた交
通システムを整備する
②州政府、自治体は都市圏計
画局の設置、計画策定、連邦
助成の要求・執行に関与する

国、地方自治体、地方自治体
共同体または組合が定期公共
旅客輸送を組織する※１

国・自 治 体の
都市内公共交
通に対する関
与（法的位置
づけ）

２０００年交通法第１０８条
１９８５年交通法第８８条

例えばノルトライン・ヴェストフ
ァーレン州公共近距離旅客交
通法第３条および第５条※３

①連邦法典第４９編「交通」第
５３章「大量輸送交通機関」第
５３０１条
②同第５３０３条、第５３０９条等

国内交通基本法第７条第１項
第２項

根拠法令
等

鉄道・バスの路線開設は許可、
退出は事前届出で、参入・退
出が自由（需給調整なし）

①資格要件チェックの許可を
取得した事業者
②バスの路線開設・廃止は届
出のみで参入・退出が自由
（需給調整なし）
※ロンドンは行政が民間に運
行委託しておりフランスに類似

①州政府が指定する官庁から
許認可を受けた事業者（需給
調整あり）
②商業採算性を原則とするが、
採算性が確保できない場合は、
自治体が公益事業として義務
化や入札契約により運営

実態として公営交通事業者の
み（大多数の民間事業者は石
油ショックを契機に市場から撤
退）

①審査を受け国に登録した事
業者
②定期公共旅客輸送事業者
は公営企業または権限を有す
る当局（国、地方自治体、地方
自治体連合または組合）と期
限付き契約を締結した企業に
限定

交通事業者※４

改正鉄道事業法（２０００年施行）
改正道路運送法（２００２年施行）

１９８５年交通法第１章連邦旅客輸送法第２条、第１３
条、第２１条

大半の公営交通事業者は州
法に基づき設置され、郡、市ま
たはその共同体が経営してい
る

国内交通基本法第７条第１
項、第２項

根拠法令
等

地下鉄：民営（含３セク）６社、
公営９事業者
路面電車（軌道）：民営（含３
セク）１４社、公営５事業者
バス（路線バス）：民間４４７社、
公営３９事業者

大手民間企業５グループ
６７.４%、中小民間企業１５.６%、
公営６.２%（２００４年）

民間企業２０%、三セク１８%、公
営企業６２%（２００６年）

ほぼ１００%が公営企業民間企業７６%、三セク１４%、自
治体直営または公営企業等
１０%（２００６年）

運行事業
者の状況

民営バス事業者間、バスとＬＲ
Ｔとの路線競合あり

ロンドンを除き、民営バス事業
者間、バスとＬＲＴとの路線競
合あり

市の公営企業が市域の地下
鉄、ＬＲＴ、バスを運行する場合
が多い

都市圏内の公共交通を一括し
て経営する場合と、モード毎・
郡毎に事業者を設置して運営
する場合がある

期限付き運行委託契約の場
合、通常は都市圏計画局と企
業１社との間で都市圏内の地
下鉄、ＬＲＴ、バスの運行につい
て一括した契約が交わされる

路線運営
の 形 態・
競合関係

整備およ
び運営の
ための資
金内訳※５

①鉄道事業者全１４０社全体で
は、税引き前利益を計上
②バス事業者約２５０社（３０両
以上保有）全体では、約９３%

税引き前利益を計上約７１%約３３.５％（２００５年、無料サービ
スもあるなど、全般的にドイツ、
イギリスより料金は安め）

約３２％（２００６年、全般的にドイ
ツ、イギリスより料金は安め）

運営費の
料金カバ
ー率

注＊１　フランス首都圏の都市内公共交通は例外的に国が組織しており、国の助成制度も異なっているため、交通事業者および助成制度の欄に
は含まない。

　　＊２　ロンドンは除く。また、競争性確保のため、バス品質協定に運行頻度・時刻や運賃を盛り込むことはできないなど、行政の関与には枠
がはめられている。

　　＊３　ドイツの都市交通施策実施の権限は州政府にあり、州法で役割分担を規定。
　　＊４　イギリスについてはバス事業者について記述。
　　＊５　２００３年。ドイツは２０００〜２００２年の平均値（推計）。フランスは都市内公共交通。アメリカ、ドイツはさらに通勤・近距離鉄道を含む。イ

ギリスはバス（都市間を含む）のみ。
　　＊６　２００４会計年度に制度は廃止され、現在はFNADT制度を通じた支援に移行。
資料）文献１）および２）より筆者が作成。

料金収入
20.4%

国の助成
2.9%
自治体負担金
31.6%

管理者財源
（交通税）
45.1%

料金収入
22.2%

連邦助成
16.7%

州助成
20.2%

自治体負担
19.3%

事業者財源
（売上税等）
21.7%

料金収入
45.4%

連邦・州助成
35.8%

自治体負担
18.9%

料金収入
71.3%

国の助成
8.8%

自治体負担
20.0%

→Table 1　次頁に続く



ころに特徴があると言える。
　各国の制度比較を行った結果、最も重要な点とし
て、都市内公共交通サービスの受益者と費用負担者
をどのように考えるのが適切か、さらには、都市政策
としてコンパクトな都市構造を誘導する都市政策と
してLRT整備を考える場合の費用負担のあり方に
ついても幅広い議論が必要であることを指摘したい。

　２．LRTの資本投資・運営に関する横断的比較

　LRTがすでに導入されている諸都市を比較して、
日本の都市の特徴を明らかにした。続いて、LRT
の整備・運営状況について、最も代表的な指標であ
る輸送密度を取り上げ、各国のLRT路線毎の経年
変化について比較を行った。さらに、整備効果や課
題について把握し、日本において今後LRTの整備
を行う際の留意点について考察した。
　２−１　都市構造とLRTの運営
　ハス・クラウらは、フランス、ドイツ、イギリス、
北米などの24都市のLRTについて、都市特性、
LRTの路線延長・運行状況、関連交通施策などにつ
いて収集可能な11指標と乗客数など運輸実績に関す
る指標を収集し分析している３） 。この研究において
は、各都市のGISデータを利用して、LRTの沿線
（駅間を含む）の路線の両側300mの範囲の夜間人口
密度を算出するとともに、交通事業者から輸送密度
等の運輸データを収集している。このデータに、日

本の1995年の路面電車の輸送密度４）と沿線両側
500mの範囲の国勢調査人口メッシュデータにより
算出した人口密度のデータを加えてFig. 1を作成し、
国際比較を行った。日本のLRTは通常、幹線道路
に敷設されているので、沿道寄りの方が居住人口密
度は高くなるものと推測されるため、海外諸都市の
両側300mの人口密度と比較する場合には、日本の
人口密度は低めに見積もられていると推測される。
　Fig.1から、日本の各都市の沿線人口密度は、欧
州各国と同じか、または高く、軌道系公共交通の導
入に向いていることがわかる。しかしながら、欧米
各国と比較すると、沿線の居住者をLRTの乗客と
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阪井清志

日本イギリスドイツアメリカフランス

①路面電車走行空間改築事
業（走行路面、路盤、停留所：
５０%等）
②都市交通システム整備事業
（車両を除く施設：１／３）
③ＬＲＴシステム整備費補助
（低床車両、停留所、レール、
変電所・車庫の増設、ＩＣカード
システム：２５%）
④他に地下鉄建設、バリアフリ
ー施設整備、都市鉄道等利便
増進事業、地域公共交通特定
事業に対する補助がある

①大規模事業補助（公共旅客
交通施設に対する資本投資：
５０%、なお、本補助は地域交通
計画制度を通じて実施される）
②バス路線運行事業者助成
金（乗合バス等の運行に必要
な燃料に課される燃料税を還
付、還付率８０％）

①自治体交通助成法に基づく
助成（インフラ、結節施設、Ｐ＆
Ｒ施設、整備場、車庫、優先信
号等高速化設備、車両：７５%、
ただし、大規模事業で連邦プ
ログラムの場合は６０%）
②連邦鉄道整備法に基づく助
成（使途は主に遠距離の資本
投資であるが近距離鉄道整備
にも活用可）
③地域化法に基づく財源措置
（使途は主に近距離鉄道の運
営であるが、都市内公共交通
機関の整備・運営にも充当可
能で州政府が決定）

①資本投資プログラム（インフ
ラ・車両・Ｐ＆Ｒ施設・ＴＯＤ関
連の歩行者通路等：８０%）
②都市地域公式補助（公共交
通機関の資本費で補修費・予
防的補修費を含む：８０%、人口
２０万人未満の都市地域にお
ける運営費：５０%）

①専用走行路を持つ都市内
公共交通インフラ整備助成
（インフラ・結節施設・Ｐ＆Ｒ施
設：３５%）※１，＊６
②交通税（地方目的税として
国が法定化し、都市圏交通
局が課税権限を有する。使途
は都市内公共交通の整備・運
営）

軌道系都市内
公共交通機関
に対する主な
国の財源措置
・助成制度（補
助対象、補助
率等）

①道路法第５６条、道路整備費
の財源等の特例に関する法律
第５条（道路特定財源）
等

①１９６８年交通法第５６条
②２０００年交通法第１５４条

①自治体交通助成法第１０条
（GVFG、鉱油税が財源）
②連邦鉄道整備法第８条
（BSWAG）
③地域化法第８条（RegG、鉱
油税が財源）

①連邦法典第４９編「交通」第
５３章「大量輸送交通機関」第
５３０９条
②同法第５３０７条

①国内交通基本法第１４条根拠法令
等

３３９人／ｋ㎡２４６人／ｋ㎡２３２人／ｋ㎡３１人／ｋ㎡１１０人／ｋ㎡人口密度
（２００５年）

乗用車：４５０台／千人
全四輪車：５９４台／千人

乗用車：５１２台／千人
全四輪車：５８０台／千人

乗用車：５６５台／千人
全四輪車：６０４台／千人

乗用車：４５１台／千人
全四輪車：８１５台／千人

乗用車：４９６台／千人
全四輪車：５９８台／千人

自動車保有率
（２００６年）
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Fig. 1　LRT整備都市における沿線人口密度と輸送密度



して取り込むことについては見劣りしている。また、
文献３）および４）から、LRTの路線長と乗客の平
均乗車距離とを比較すると、欧米の平均乗車距離は
3〜8kmであるのに対し、日本は2〜6km（平均は約
3km）と短いことが特徴として挙げられる。この要
因としては、日本では、モータリゼーションの進展
に従って路線が廃止され、都心部にほんのわずかな
路線が残っているにすぎず、郊外に居住する住民の
移動のニーズに十分対応できていない状況が挙げら
れる。逆に、沿線の人口密度が低い割に輸送密度が
高い国の要因としては、例えばドイツ、スイスでは
都市スケールでLRTのネットワークが充実してい
ることが挙げられる３） 。
　日本における課題への対応策としては、利用者の
トリップ長の増大に対応できるよう、既存ストック
を活用した鉄道とのネットワーク化や交通結節点の
改善、料金の統合化などにより、利用者の乗り換え
抵抗を減らすようなハード・ソフト両面における連
携施策が必要であると考えられる。
　２−２　LRTの輸送実績に関する比較
　ここでは、各国における各年（度）版運輸統計２）か

ら路線の営業キロ、輸送人キロ、乗客数のデータを
用いて、都市毎の輸送実績の推移図を作成して、相
対的に乗客数や輸送密度の高い路線を抽出し、その
要因について分析した。なお、ドイツは、総延長
2,700kmを超えるLRT路線が存在し、世界最大の
LRT国であるが、路線毎の輸送実績などの統計デ
ータが入手できないため、分析から外した。年の途
中で新規路線が開業した場合、当該年の輸送密度の
計算の際、分子は当該年の総旅客人キロ、分母は当
該年の年末の路線延長を採用しているため、例えば
2000年のフランスのストラスブール、ナントなどの
ように当該年の乗客数が一時的に減少していること
に留意が必要である。
　フランスの都市毎のLRT路線網の単位路線延長
（1km）当たりの乗客数の推移をFig.2に示す。アメ
リカ合衆国、イギリス、日本の都市毎のLRT路線
網の輸送密度の推移をFig.3〜5に示す。
　フランスの図で平均乗車距離を掛けると他の国と
比較できる。リールは、経営事情が厳しい日本の下
位の交通事業者と同程度のレベルであるが、他の都
市は概して利用者が多く、上位のストラスブール、
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Fig. 2　フランスのLRTの輸送実績の推移

Fig. 3　アメリカ合衆国のLRTの輸送実績の推移
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Fig. 5　日本のLRTの輸送実績の推移
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サンテチエンヌ、グルノーブル、モンペリエは日本
の世田谷線、イギリスのドックランズ並みとなって
いる。着実に数値を伸ばしている都市としては、パ
リ、グルノーブルが挙げられる。導入後年数が経過
しているグルノーブルでは沿線に事務所の立地が進
み新規需要の取り込みに成功しているところが成功

要因となっている。
　アメリカ合衆国では、LRT沿線の人口密度が低
く、かつ自動車普及率が最も高いため、全般的には
経営は厳しい状況にある。
　イギリスでは、シェフィールドやミッドランドの
LRTが不振である。これに対し、ドックランズは
成功しており、要因としてはキャナリーワーフ地区
などの再開発が順調であることなどが挙げられる。
マンチェスターの成功要因は、第一期線では、幹線
交通軸上で都心と直結するルートであること、都心
部で大規模な商業再開発が行われ都心部の魅力が高
まっていること、第二期線では、土地利用との連携
を図り、埠頭地区の再開発を進めていることなどが
挙げられる。
　なお、イギリスにおいて、全般的にはLRTは苦
戦しており、政府は2004年7月にマンチェスター第
三期、リーズ、サウス・ハンプシャーの３路線に対
する補助採択を停止した。その背景には、2004年4
月に会計検査院が出した報告書（Table 2） ５）が挙げら
れる。報告書においては、イギリスとフランス・ド
イツのLRTの比較、関係者ヒアリングを行い、

LRTが交通サービスの質を向
上している効果を評価する一方
で、イギリスのLRTに関する
構造的な課題を抽出しており、
日本にとっても参考となる。
　２−３　LRTの整備効果（機

関分担率など）
　LRTの導入による効果とし
て、都市圏の交通手段分担率へ
のインパクトを取り上げ、LRT
整備前後においてパーソントリ
ップ調査を行っているグルノー
ブル、リヨンの交通機関分担率６）

の推移からLRTの整備効果を
把握した（Fig.6、7）。
　グルノーブルでは複数LRT
路線の新設および継続的な延伸
整備により公共交通機関の分担
率を上昇させ、自動車の分担率
の増加を抑えるのに成功してい
ることがわかる。　
　リヨンでは、近年の複数の地
下鉄およびLRTに対する積極
的な投資により、自動車分担率
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Table 2　イギリス会計検査院報告書のポイント

・利用者数が予測より少ない
・他の交通機関との連携が不足している
・料金収入で運行経費をカバーできていない
・建設コストが見通しより高騰している
・都心にサービスしない路線がある

イギリス
のLRTの
課題

・広幅員道路が多く、専用軌道が普通で、かつ優
先信号システムが整備されている

・運営や料金制度により他の交通機関との統合が
行われている

・料金低廉化のため手厚い公的補助が入っている
・沿線に夜間人口の集積があり、駅間が短く乗客
にとって利便性が高い

・交通集積点（都心商業地、病院、大学）にサー
ビスしている

フランス、
ドイツの
LRTの利
点

・他の交通機関とのハードおよびソフト面での連
携の強化

・コスト縮減のための標準化、道路占用物件移設
費用の負担の軽減、鉄道との連携

・自治体における財政基盤の強化
・LRT計画策定における戦略的アプローチの強化

結論
（推薦）
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を減少させるまでに至っている。なお、1997年策定
の都市圏交通計画（PDU）において設定した2005年
目標値に対して、2006年実績値については、自動車
の分担率は下回る一方、公共交通機関および徒歩の
分担率は上回っており、交通計画の目標を達成した
と評価している。
　LRTの導入に成功したと言われるフランスの事
例やドイツのLRT整備量と機関分担率の現状など
から、都市圏全体の自動車の分担率の増加抑制や低
減を行う手法として、継続的な大規模投資によりネ
ットワークを形成するよう軌道系公共交通機関を整
備することが挙げられる。その際、ドイツにおいて
は1960年代後半からのインフラ投資の蓄積、フラン
スにおいては、交通税や自治体の一般財源などの公
的資金を投入による短期的なインフラ整備と低廉な
料金による高い水準の交通サービスの提供という
LRTの整備・運営にとって恵まれた要因にも着目す
る必要がある。
　このような条件が必ずしも整っていない日本にお
いて、LRTの導入により自動車利用拡大の抑制を
図り、公共交通機関の分担率の向上を図るためには、
例えばトランジットモール化やモビリティ・マネジ
メントなど、都心部での自動車側の利用抑制策を併
用することが考えられる。しかしながら、実効ある
自動車利用抑制策の適用が直ちに困難な場合には、
既存の鉄軌道ストックを活用したネットワークの強
化、乗り継ぎ円滑化施策、まちづくりの面からの利
用者増加策など、実施可能なLRT関連施策を重層

的に組み合わせて、LRT導入効果の発現を側面か
ら支援することが不可欠であると判断される。

　３．LRTを支える関連施策のわが国への適用性
　　　検討

　海外主要国４か国のLRT関連施策の中から、イ
ギリスにおける公民連携施策、アメリカ合衆国にお
ける公共交通指向型開発（TOD）の二つを取り上げ、
日本への適用可能性について考察した。
　３−１　イギリスにおける公民連携施策
　イギリスの都市内公共交通の太宗はバスが担って
おり、その公民連携施策について分析した。
１）運行委託方式
　民間事業者は採算性を考慮して、路線を選択して
運行を行っているため、必ずしも住民や行政が希望
する路線を運行するとは限らない。そのため、バス
の自由化を実施した1985年交通法においては、自治
体が資金を負担し、入札を行って交通サービスを確
保する運行委託方式が創設された。現在、イギリス
の運行委託方式の運行キロの総延長は商業ベースの
運行を含む全体の約２割に達している２） 。
　Fig.8にはマンチェスター市における運行委託路
線の状況を示す。グレーの線が商業ベース路線、黒
い線が運行委託路線を示す。太さは運行頻度を表し、
最も細い線が１時間１本である。日本のコミュニテ
ィーバスと比較した場合の特徴としては、商業路線
と運行委託路線とが渾然一体となっており、例えば、
利用者数が多い平日の日中は商業ベースで運行され、
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Fig. 8　マンチェスター市における商業ベースの運行路線（グレー線）と運行委託路線（黒線）
出典）大マンチェスター旅客交通局提供の資料より。



平日の夜間や休日において、商業ベースでは運行さ
れない場合に、行政が運行委託を行って交通サービ
スを確保している様子がわかる。
２）バス協定
　バス協定制度の目的は、バスの定時性・速達性を
高めて運行サービスの改善を図ることにより利用者
数を拡大し、自動車交通の増加を抑制するとともに
渋滞緩和や大気汚染や騒音の低減を図るものである。
行政とバス事業者とが口頭了解など文書化されない
方式で連携するもの、協定書の形で文書化するもの、
さらに、2000年交通法１）に基づく法定協定書を締結
するものの３タイプがある。
　2000年交通法第114条には、協定の内容として、行
政の責務として協定に記載された対象路線に関する
バスターミナルやシェルター等の交通施設を整備・
運営すること、バス事業者の責務として、行政が整
備する交通施設を使用する場合には協定に記載され
たサービス水準を確保することが規定されている。
また法定協定の場合、同法第118条第4項の規定によ
り、バス事業者が協定を遵守しない場合には交通施
設の使用を許可されないことがあるとされ、協定の
遵守を担保している。なお、法定協定の場合、民間
事業者の競争性確保のため、バス運行の頻度や時刻
に関する要件は協定に定めることができないとされ
ている（同法第114条第6項）。
　収集した協定の事例から、公民の連携内容として
は、主に、行政はバスレーンや優先信号の設置、シェ

ルターの設置などのバス停の機能改善、バスロケー
ションシステムの導入などインフラ施設の整備を行
い、バス事業者は低公害または低床車両の導入、定時
性確保（例えば予備車両の用意や運行管理の実施な
ど）などを行うものである。協定にはそれぞれの責務
がかなりきめ細かく規定されており、協定の目標も、
定時性確保、乗客数増加、利用者満足度の向上など
を数値指標として具体的に設定されているところに
特徴がある。また、警察と連携して優先信号の導入
や定時性運行の支障となる違法駐車車両の取り締ま
ることが協定の内容に取り込まれている場合もある。
　大マンチェスター旅客交通局においては、
「Quality Bus Corridor （バス品質路線） 」と称するバ
ス協定に1999年から取り組んでおり、現在までに24
路線、176マイルを指定している（Fig.9）。行政が行
う交通施設整備については、国の地域交通計画
（LTP）の助成対象として、2006/07年度までに、
17.1マイルのバス専用通行帯の整備、148箇所の優
先信号の整備、331箇所の歩行者横断施設設置を含
む交差点改良、1,426箇所の停留所の改良（350箇所
超のシェルターの整備を含む）、453箇所の停留所
周辺歩行環境整備などが行われた（Fig.10）。整備効
果として、バス利用者の評価結果をFig.11に、バス
利用者数の推移をFig.12に示す。他の路線と比較し
て、バス品質路線は各項目ともに評価が高いこと、
1980〜1990年代には低下傾向であったバス利用者数
が、2000年以降下落が止まり、横ばいないしは回復
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Fig. 9　マンチェスター都市圏のバス品質路線（QBC）７）
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傾向になってきていることがわかる。
３）乗車券スキーム
　2000年交通法１）により、行政および複数の交通事
業者が連携して、より安価な通し運賃や１日乗車券
を発行することを支援する制度（LRT、鉄道などバ
ス以外のモードにも適用される）が導入された。ド
イツでは、行政側にサービス水準の決定や赤字補填
の責任があることや需給調整を前提としてゾーン運
賃制度が普及している。イギリスの制度は自由競争
下で、行政にも競争性確保の遵守が求められる環境
下での仕組みであり、競合が見られる路線・時刻は
割引の対象外となるなどの制約はあるが、各地で社
会実験による試行も含めた取り組みが行われている。
　マンチェスター都市圏で導入されている乗車券ス
キームは、1993年に運用が開始され、現在ではマンチ
ェスター都市圏のバス事業者約30社、鉄道３社（運行
事業者）、LRT運行会社（メトロリンク）に通用する

割引乗車券システムとなっており、乗車券の発行や
料金収入の分配は、各交通事業者および大マンチェ
スター旅客交通局が共同出資した会社が行っている。
　１日券として、バスのみ（ピーク、オフピーク）、
バス＋鉄道オフピーク、バス＋LRTオフピーク、
鉄道＋LRTオフピーク、バス＋鉄道＋LRTオフピ
ークの各乗車券を、さらに、バスのみ、バス＋鉄道、
バス＋LRTの7日、28日、1年定期券などの割引券
が設定されている。
　例えば、ピーク時の鉄道やLRTをカバーする割
引１日乗車券や、鉄道とLRTをもカバーする割引
定期券の設定がないなど、ドイツのような完全なゾ
ーン運賃制度にはなってはいないものの、利便性の
高い乗車券スキームが構築されている。
　３−２　アメリカ合衆国の公共交通指向型開発

（TOD）
　アメリカ合衆国では、公営交通事業者が、駅周辺
で所有するP&R用駐車場用地などを種地とし、沿
線自治体の都市計画の特例や、連邦政府・州政府の
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バス停（タイヤに優しい縁石など）

バスシェルター

トランジットセンター（LRT結節）

筆者撮影
Fig. 10　整備された交通施設

出典）大マンチェスター旅客交通局提供の資料より。
Fig. 12　マンチェスター都市圏におけるバス利用者数等の推移
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出典）大マンチェスター旅客交通局提供の資料より。
Fig. 11　サービス水準が非常によいと答えた乗客の割合



助成金を受け、民間事業者にリースまたは土地を売
却して再開発を行わせている。
　多くの都市圏において、公営交通事業者、自治体、
民間ディベロッパーが連携してTODに取り組んで
いる。Fig.13にはデンバーにおける役割分担を模式

的に示す。また、Table 3にはサンフランシスコ湾
岸高速鉄道（BART）の駅における施設整備の役割分
担事例、Fig.14にはそのうちフルーツベール第Ⅰ期
の開発状況を示す。フルーツベール第Ⅰ期において
は、BARTが平置きのP&R駐車場を立体化するこ
とによって生まれた開発用地を活用して民間ディベ
ロッパーを誘致して商業・業務および住宅の複合開
発を行わせている。
　他都市を含むヒアリング等の結果から、TODの
効果として、公共交通利用者の増加、料金収入増加
および立地による税収増加による自治体の運営費負
担の軽減などが挙げられている。都市構造をコンパ
クトに誘導するため、公共交通機関の駅周辺への高
密度開発の誘導や都市機能の集積を進めるための関
係者協働の仕組みとして、日本でも有効であると判
断される。

　まとめ

　海外主要国４か国と日本に関して都市内公共交通

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３４，Ｎｏ．２ 平成２１年８月（　　）２０

阪井清志

Table 3　TODに関する役割分担の事例

地方自治体および関係機関が役割分
担する（した）施設BARTが役割分担する（した）施設計画内容および現在の状況駅名

計画策定中
アクセス用歩行者連絡TOD計画策定中（商業、住宅系）ベイ・フェア

TOD計画策定中、市役所および民間
土地所有者が主導

サンレアンドロ

歩行者・自転車のアクセス改善、
バス・バースの追加、
環境整備（提案計画）

計画策定終了：９００〜１,１００戸の住宅
供給。市役所は開発構想（土地利用・
ゾーニングの変更を含む）を承認

サウス・ヘイワード

内容調整中の事業
道路改良歩行者広場（新設）、立体駐車場８００戸以内の住宅、２８,０００平方フィート

の商業施設、５,０００平方フィートのコミュ
ニティー施設、環境影響調査を実施中

マッカーサー

駐車施設の統合周辺土地所有者も開発計画を提案西オークランド

４２５戸以内の住宅フルーツベール
第Ⅱ期
承認ずみ、事業中の事業

駐車場新設、エレベーター、階段設備８０,０００平方フィートの事務所アシュビー

立体駐車場立体駐車場２箇所の整備１,５００戸の分譲住宅、ホテル、レストラ
ン、１７０,０００平方フィートの事務所、２００２
年に市は承認

西ダブリン／
プレザントン

５００台の立体駐車場ダブリン／
プレザントン

完成した事業
派出所９６戸の住宅（ビクトリア調の建物の修復）カストロ・バレー

市役所新庁舎、３２０台の立体駐車場歩行者通路１６０戸の分譲住宅、１８,０００平方フィート
の商業施設、歩行者広場

ヘイワード

市立図書館分館、福祉施設、２５０台の
自転車駐車場（BARTと共有）

立体駐車場、歩行者通路、
自転車駐車場

４７戸の賃貸住宅、１３５,０００平方フィート
（３７,０００：店舗、２７,０００：事務所、
７１,０００：公共施設）、歩行者広場

フルーツベール
第Ⅰ期

出典）BART提供資料より。
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・土地所有者
・計画策定協力者
・開発の協力者
・建設推進者

・開発提案
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連邦公共交通庁

コロラド州交通省
専門機関、研究機関

メトロ商工会議所

地域コミュニティー

出典）RTD提供資料より。
Fig. 13　TODに関する役割分担
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の制度、運営実態、整備効果、施策の比較を行った。
主な結論は次のとおりである。
⑴フランス、アメリカとドイツでは、行政または公
営企業がサービス水準や運賃など交通事業の経営
の根幹を決める権限を有している。日本とイギリ
スでは、民間事業者に経営権限があり、商業採算
性に基づき大多数の路線の経営を行っている。特
にフランスでは、計画、整備から運行業務の発注
に至る業務やその財源確保も含め、都市圏交通局
が一元的に行っている点が特徴であり、LRT等
の新規導入など思い切った都市内公共交通施策を
迅速に実施できる仕組みであると言える。
⑵日本の都市の人口密度は概して高く、LRTのよ
うな中量軌道輸送機関の導入に適している。しか
しながら、⑴に示したフランスやドイツが有する
仕組みがない日本においては、民間企業が交通サ
ービスを供給することを基本としつつ、行政側か
ら積極的に公民連携施策を推進するイギリスの経
験が参考となると判断される。
⑶LRT等の整備に合わせて導入することが考えら
れる関連施策を分析した。①イギリスの運行委託
方式、バス協定、乗車券スキームは、交通市場が
自由化された中での公民連携施策であり、日本へ
の適用性が高い。②公共交通指向型開発（TOD）
は駅周辺への高密度な都市開発の誘導や公共交通
の利用者増加に寄与する優れた施策であり、アメ
リカにおける関係者の連携方策や計画を推進する

仕組みは日本の「交通まちづくり」の参考となる。
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P&R駐車場を集
約し、都市開発
用地を生み出す

フルーツベール駅（高架構造）
第Ⅱ期事業を計画中

出典）BART提供資料より。
Fig. 14　フルーツベール第Ⅰ期事業


